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パート１
2025年、変わる地域の姿

地域医療構想、地域包括ケアシステム



団塊世代
700万人



2025年
149兆円

2012年度
109.5兆円
ＧＤＰ対比

22.8％



社会保障・税一体改革
（2014年８月１０日）

• ８月１０日に社会保障と
税の一体改革関連法案が
参院本会議で賛成多数で
可決さた。

• 現在5％の消費税率を14年
4月に8％、15年10月に
10％に引き上げることな
どを盛り込んだ。

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激
増する社会保障給付費問
題

2012年８月１０日、参議院を通過



２０１９年１０月まで消費増税
１０％引き上げ先送り

８％から１０％の２％増税で４兆円の財源が消える！



地域医療介護
総合確保法



社会保障制度改革国民会議
最終報告書（2013年8月6日）

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し

すべてはこの報告
書から始まった
「地域医療構想」
と「地域包括
ケアシステム」



地域包括ケアシステム地域医療構想 同時進行



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るための
基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導入
（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整
（2015年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10
月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段
階的に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立

地域医療介護総合確保法



2014年5月14 日衆院
厚生労働委員会で
強行採決！



強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」



地域医療構想とは？

東京都の１３の二次医療圏





15万床
減少



地域医療構想事例



事例
横須賀・三浦の地域医療構想を考える



「よこすか・みうらの地域医療構想を考
える」2016年7月15日（横須賀共済病院）



横須賀・三浦医療圏



横須賀・三浦の人口推移

７５歳以上



横須賀・三浦

神奈川県

地域医療情報システム（日本医師会）





病院情報局



横須賀・三浦
2025年の病床数の必要量

病床機能報告（厚労省）

6,122床5,325床
高度急性
期は6割減

へ

回復期は
５倍へ

722床

1,781床

1,913床
389床



横須賀・三浦
在宅医療等の必要量

在宅医療の必要量は療養病床の医療区分１の７０％、
一般病床の医療資源投入量１７５点未満の患者数が含まれている



パート２
変わる製薬企業の地域戦略



地域医療構想・地域包括ケアを
見据えて、製薬企業の
地域戦略が変わる！

びょう

病院から地域へ！



2025年
医療が変わる、市場が変わる

20世紀 21世紀

人口 増大・若者 減少・高齢化

疾患 単一疾患 複数疾患、退行性疾患

目標 治癒、救命 機能改善、生活支援

目的 治す医療 支える医療

場所 病院 地域

医療資源投入 多量 中等度



製薬企業のマーケット戦略が変わる

•これまでは病院の医師中心のマーケット戦略

•これからは地域戦略、多職種戦略が必要

•都道府県別や二次医療圏別に戦略を立てる必要
がある

•企業の組織体制の変革も必要
• 地域連携室、地域包括ケア室等を設置しているとこ
ろが増えている

•川上から川下戦略への転換が必要



武田薬品、RACを配置
（2017年5月）

• 武田薬品は3次医療圏単
位でRACを配置

• RAC（Rigional Access
Cordinator)
• 医療提供体制や地域包
括ケアシステムを調
査・分析する専任担当
者“RAC”（ラック）

• 地域データを分析して
医師会長や病院長にア
クセスする

武田薬品で日本事業のトップを
務める岩﨑真人・取締役ジャパンファーマ
ビジネスユニットプレジデント



それにはまず
地域をデータで知ること



地域医療構想・地域包括ケアを
それぞれの地域データから読み取る

びょう



地域情報データソース①

•病床機能報告（厚生労働省）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
0000055891.html



地域情報データソース②

•地域包括ケア見える化
http://mieruka.mhlw.go.jp/#ページトップ



地域情報データソース③

•地域医療情報システム（日本医師会）

• http://jmap.jp/



地域情報データソース④

•病院情報局 http://hospia.jp/



地域情報データソース⑤

• NDBオープンデータ（厚生労働省）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bun
ya/0000139390.html





製薬メーカーも
製品軸と共に地域軸の
視点を持とう！



パート３
地域包括ケアと

MRの役割



とMR

MR



地域包括ケアシステムとMR

•これからのMR活動は、病院医療の中ばかりで
なく、在宅医療や地域包括ケアシステムへと広
がる。

•地域包括ケアシステムの製品がどこで使われ、
ステークホルダーは誰なのかを知る必要がある。

•病院から地域へ、医療から介護へと視点が広げ
る必要がある

•医療と介護福祉の世界の奥深くに分け入る



医療職

脳梗塞で右麻痺
が・・・

福祉職

医療職と介護・福祉職とでは、見え方、考え方、モデルも異なる
国際医療福祉大学高橋泰教授講義スライドより

身体の中の病態像に
着目し、本人の疾病改善
を重視

日常生活の障害に
着目し、本人の気持ち
や生活の質を重視

「疾病モデル」 （「障害モデル・生活モデル」）

医療と介護福祉の世界の違い

×



医療と介護の文化の違い

•医療と介護・福祉は制度も違う、職種も違
う

•医療と介護・福祉は、言葉も違う、文化も
違う
• 医療は国際疾病分類（ＩＣＤ）
• 介護福祉は国際生活機能分類（ＩＣＦ）

•医療と介護・福祉の情報ギャップ、コミュ
ニケーションギャップを埋めるための情報
連携が必要

•レセプトも医科レセと介護レセで異なる
• 両者を結ぶのは医師意見書のみ



医療福祉連携士
～医療と介護福祉を結ぶ人材育成～

日本医療マネジメント学会



9000人





医療福祉連携講習会
学会認定「医療福祉連携士」
• 日本医療マネジメント学会は学会認定の医療福祉連
携士制度を2011年に創設した

• 目的
• 地域の急性期医療機関から在宅までの切れ目のない
サービスを効率的に提供し、

• 患者にとって最適な連携を推進するため、

• 医療と福祉を連携コーディネートする「医療福祉連
携士」の育成と認定制度を創設する





医療福祉連携士

• 病院などの地域医療連携室や、地域の包括支援セ
ンターで連携業務に従事するスタッフを対象にし
た初めての学会認定制度

• 2011年からスタートし、現在までに学会認定の初
の「医療福祉連携士」がこれまで500名近くが誕生

• 全国ではじめての医療と福祉の連携コーデイネー
ター制度

• スーパー連携士、スーパーケアマネをめざす制度

• 最近、MRやMSの参加が増えてきた！



研修日程と場所

•研修場所
• 日本医科大学教育棟2階（東京）、実習は各地

• 研修日程
• 5月16日から11月18日の間の土日、10日間

• 共通科目

• 医療系科目

• 福祉系科目

• 課題講習

• 施設実習

•認定試験

医療と介護福祉を講義、
演習、施設実習で徹底
的に学び、認定試験を

受ける



医療福祉連携士とMR

今まで製品の観点からば
かり医療を見ていて、患
者さんの生身の姿を見て

こなかった！
実習を通じて、患者さん
によりそう医療・介護職
をみて別の世界を見た気

がした！
アステラス製薬
小林正和さん



医療福祉連携士とMR

• 医療福祉連携士の講習会に
呼ばれて、おどろいた。受
講生には医師、看護師、社
会福祉士の資格を持つ方が
多かったが、なかにはＭＲ
さんもおられました。

• ＭＲさんといえば医者の現
実をよく知っておられる職
種。いわば患者さんの想い
を叶えるコンシェルジュの
ような役割だ。まさにこの
役割が医療福祉連携士であ
ると思います。

在宅医療の長尾和宏先生



目指そう医療福祉連携士！

•本年度の医療福祉連
携講習会には50名の
参加者が参加

•その参加者のうち15
名が製薬メーカーか
らの参加者！年々
メーカーからの参加
者が増えている。

医療福祉連携講習会
日本医科大学講堂（千駄木）（2019年6月9日）



地域を肌で感じよう

61



パート４
忘れてならない疾患軸

てんかん地域診療連携の視点





地域医療計画と５疾患５事業

•５疾病
–①がん
–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病
–⑤精神疾患

•5事業
–①救急医療
–②災害医療
–③へき地医療
–④周産期医療
–⑤小児医療
–＊在宅医療







てんかん診療拠点機関
都道府県 てんかん診療拠点機関名（リンク）

宮城県 東北大学病院

栃木県 自治医科大学附属病院

埼玉県 埼玉医科大学病院

神奈川県 聖マリアンナ医科大学病院

新潟県 西新潟中央病院

石川県 浅ノ川総合病院

静岡県 静岡てんかん・神経医療センター

愛知県 名古屋大学病院

鳥取県 鳥取大学医学部附属病院

岡山県 岡山大学病院

広島県 広島大学病院

徳島県 徳島大学病院

沖縄県 沖縄赤十字病院

https://www.hosp.tohoku.ac.jp/
http://www.jichi.ac.jp/hospital/top/index.html
http://www.saitama-med.ac.jp/hospital/
http://www.marianna-u.ac.jp/hospital/
https://nishiniigata.hosp.go.jp/
http://www.asanogawa-gh.or.jp/
http://www.shizuokamind.org/
https://www.med.nagoya-u.ac.jp/hospital/
http://www2.hosp.med.tottori-u.ac.jp/
https://www.okayama-u.ac.jp/user/hospital/
https://www.hiroshima-u.ac.jp/hosp
https://www.tokushima-hosp.jp/
http://www.okinawa-med.jrc.or.jp/


てんかん診療拠点機関の事業

•①てんかん患者・家族の治療および相談支援

•②てんかん治療医療連携協議会の設置・運営

•③てんかん診療支援コーディネーターの配置

•④全国拠点機関との連携

•⑤医療従事者（医師、看護師等）向け研修

•⑥市民向け普及啓発（公開講座、講演、リー
フレットの作成等）



②てんかん治療医療連携協議会

• ⅰ）協議会の構成
• 協議会は、以下の構成で行う。なお、協議会の事
務局は都道府県及び拠点機関とする。
• アてんかん治療を専門的に行っている医師３名程度
• イ都道府県２名程度
• ウ精神保健福祉センター、保健所（１箇所）２名（各
１名）程度

• エてんかん患者及びその家族２名（各１名）程度
• ※てんかん対策に資するものとして、必要に応じ、上
記以外の者を加えても差し支えない。

• ⅱ）協議会の役割
• 協議会は、別紙様式１により提出された設置計画を踏ま
え、拠点機関における事業計画の策定、事業の効果の検
証、問題点の抽出等を行うとともに、必要に応じ、拠点
機関に対し提言等を行う。



効果検証

• ⅲ）事業の効果の検証
協議会は、てんかん対策の効果が検証可能なもの

となるよう、事前に効果の指標を設定し、その指標
に基づいて対策の効果を評価するものとする。なお、
指標の評価に当たっては、少なくとも次の事項を含
めること。

• ア 拠点機関における相談件数（相談者の属性・相談
内容・相談方法別（訪問・電話・メール等））

• イ 相談後の対応方法（相談のみ、医療機関につない
だ等）

• ウ 患者属性（性・年齢別、発作型分類、外来・入院
別、初発年齢等）

• エ 受診後の患者への対応方法（外来での内服コント
ロール、入院での内服調整、外科治療等）

• オ 治療期間（治療終了、治療中、治療中断別）
• カ その他必要な事項



③てんかん診療支援コーデイ
ネーターの配置
• てんかん診療支援コーディネーターの配置

• 拠点機関は、上記②に掲げる業務を適切に行うため、て
んかん診療支援コーディネーター（以下「コーディネー
ター」という。）を配置する。なお、コーディネーター
は、当該拠点機関に従事する者であって、以下の要件を
備えている者であること。

• 精神障害者福祉に理解と熱意を有すること。
• てんかん患者及びその家族に対し、相談援助を適切に実
施する能力を有すること。

• 医療・福祉に関する国家資格を有すること。
• また、コーディネーターは、主に上記②のⅲ）の業務を
担うものとする。

• ④全国拠点機関との連携
• 拠点機関は、国が別に指定する全国拠点機関と密接に連
携を図り、情報を共有するとともに、全国拠点機関の求
めに応じ、協力に努めること。



てんかん診療拠点機関
（都道府県単位）協議会

てんかん
診療連携
コーデイ
ネーター



我が国の
てんかん地域診療連携の課題
• てんかんの地域医療計画が記載されている都道府県が少ない

• 行政の担当部署が不明確

• てんかん相談窓口が分散
• 自治体の児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉、保健所など分散

• てんかんに関する医療ソーシャルワーカーが必要

• てんかんの診療科がモザイク状態
• 精神科、脳神経外科、神経内科に分散しモザイク状態
• てんかん診療、脳波が不得意な医師が増えている
• 診療報酬上のインセンテイブが少ない

• 成人を診療するてんかん専門医が不足
• 小児てんかん患者のキャリーオーバー

• 小児てんかん患者が成人になったとき専門医がみつからない

• 有効活用されない外科治療施設
• てんかん外科治療が可能な脳外科施設は40カ所、しかしてんかん手術は
施設あたり年間数例

• 医療従事者を対象としたてんかん医学教育の必要性
• かかりつけ医、看護師、学校保健師、救急隊員



日本てんかん
学会の要望



まとめと提言

・2025年を意識した地域戦略を考えよう

・これまでの医師中心、病院中心、製品中心の戦略から、
地域における疾病へと戦略軸足を移そう

・製品とそのステークホルダーを地域単位で疾病単位で
見直してみよう。

・「てんかん」について地域データで知る、その現場を
肌で知る、そしててんかん診療連携の視点から見直して
みよう。

・



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！
～

•武藤正樹著

•医学通信社

•Ａ５判 ２７０頁、２８００
円

•地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ
向けての医療・介護トピック
スetc

• 2015年9月発刊



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/


地域データに基づく地域戦略の
マネジメント・サイクル

地域データに基づく患者同定（Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）
患者層別化（stratification)

地域データに基づく
ステークホルダーの同定（Identification)

診療ガイドラインに基づく地域介入戦略（Ｉｎｔｅｒｖｅｎｔｉｏｎ）
プラン立案→プランの実施

アウトカム評価（Ｏｕｔｃｏｍｅ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ）


